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消費者層の価格感度に対するTV広告の効果

〔成熟型商品における実証研究〕

上　田　隆　穂
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ゆく。これらの関連が明らかになれば，商品

に応じた効果的な価格戦略及び広告戦略をと

ることが可能になる。なおこの分析に用いる

データには都市に位置する大型スーパーマー

ヶットのPOSデータを利用することにする。

2．　過去の文献のレビュー一

1．序　文

　一般的に商品の売上数量に対する価格や広

告の効果は別々に測定されることが多い。し

かしながら，実際には価格の効果が圧倒的に

強くて，広告の効果は有意に出てこない場合

が多い。それ故，この論文においては価格の

効果に対する広告の効果，即ち，消費者層の

価格センシティビティに対する広告の効果に

焦点をあてる。但しここでいう広告とはTV

広告を意味する。

　従来この種の研究はいくつかあるが，その

結果が全く正反対になることが多い。つまり

広告量が増加した時，消費者の価格センシテ

ィビティが高くなる場合もあれば低くなる場

合もあるのである。この原因としては商品属

性や広告内容の差などが考えられる。本論文

においては，集計レベルでの消費者，即ち消

費者層の価格センシティビテaに対する広告

の効果を求め，上記の要因との関連を探って
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　前述の如く従来のいくつかの研究文献は，

広告量の増加が消費者の価格感度（センシティ

ビティ）に与える効果に対し正反対の結果を

支持するものに分れる（表1参照）。このうち

広告量の増加が消費者の価格感度を低くす

る，即ち消費者の価格弾力性が低くなり，消

費者が価格をあまり気にしなくなるという結

果を支持する研究者には，L．　Krishnamurthi

＆S．P．　Raj（1985），　A．　Roberts（1980），　A．

G。Sawyer，　P．　M．　Worthing＆P．　E．　Sendak

（1979），P．　W．　Farris（1979）がおり，逆に消

費者の価格感度を高くする，即ち，消費者の

価格弾力性が高くなり，消費者の価格への関

心が高くなるという結果を指示する研究者に

は，G．　J．　Eskin＆P．　H．　Baron（1977），　D．　R．

wittink（1977），　G．　J．　Eskin（1975），　P．

Nelson（1974，1970），　E．　Chamberlain（1962）

が存在する。広告量の増加が消費者の価格感

度を低めるという説のほうが一般的であると

されているが，その支持理由は基本的には次

の如くである。

　広告は購買者の心の中にある商品の差別化



表1　消費者の価格感度への広告量増大の効果

商　　　　　　　　　品 広　　　告 結　　　果

高関与又は低関与　新製品又は既存品
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を図るため，強いブランドロイヤルティをつ

くるのに役立ち，消費者の価格感度は低くな

る1）。それ故，当該アイテムの相対的な価格

がそれほど安くなくても消費者はそれほど気

にしないのである。この効果はその製品に高

い11eedsを持っている人ほど高いとされてい
る2）。

　逆に広告量の増加が消費者の価格感度を高

めるという説の支持理由は次の通りである。

　広告量の増加によって消費者は，その製品

カテゴリーを買う時，その商品について今ま

で以上に知覚しやすくなる。それ故その商品

は消費者の選択候補の1つに加わることにな

る。従ってその商品の相対価格が低くなった

時のみその商品は選択されることになる3）。

この効果はその商品に低いneedsしかない人

の方が高いとされている4）。

3．　分析枠組の提示と仮説の導出

　表1に見られるように広告量の増加の消費

者の価格感度に対する結果はほぼ半々に分れ

ている。それ故，どちらかの結果を無条件に

一般化することは適当ではないと思われる。

それでは何故このように結果が正反対に分れ
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るのであろうか。その要因としては序文で述

べたように商品属性や広告内容の差などが考

えられる。この章では，これらと消費者層の

価格感度の増減との関連を検討してゆくこと

にする。

（1）　ブランドロイヤルな消賓者層割合の

　　推移（新・既存製品，ブランドロイヤルテ

　　ィの高低の別）

　ある商品を購買する消費者には全く異質の

2層があると考えられる。まず1つは広告量

の増加によってブランドロイヤルティを高

め，他ブランドに比べて相対的に高価格でも

その商品を購買するnon－price・・sensitiveなグ

ループであり，もう1つは広告量の増加によ

りある製品に対する知覚を高めて，それを自

己の想起セットのなかに選択対象としてとり

こみ，価格比較の結果，購買を行うprice・

sensitiveなグループである。従って前章で述

べた消費老の価格感度の増減の理由はどちら

も正しいと言える。但し，これらの理由はそ

れぞれのグループに対して正しいのであり両

者に当てはまるものではない。それ故広告量

の増加の消費者層の価格感度に対する効果は

これらの2層の広告量増加後の混合割合が極
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図1　price　or　non・pri㏄・sensitive　group割合の推移

めて重要になってくる。つまり広告量の増加

後，増加前に比ぺて，その商品に対して高い

ブランドロイヤルティを持つ消費者層の割合

が大きくなればその商品に関する消費者層の

価格感度は減少するであろう。この割合が逆

であれぽ消費者層の価格感度は増大するであ

ろう。図でわかりやすく説明すると次の様に

なる（図1参照）。

　この図1において，広告量増加前に1の状

態であり，price－sensitive　groupとnon・price－

sensitive　groupの割合がA：Bであったとす

れば，広告量の増加後は程度の差はあれ図1

の2の状態，即ち，既存購買者層は，price・

sensltlve　groupの割合が減少し，　non－Price－

sensitive　groupの割合が増大し，　A’：B’とな

る。それ故，既存購買者層だけを考えれぽ広

告量の増加後は増加前に比べて消費者の価格

感度が集計レベルで低くなると考えられる。

しかしながら，この場合さらに考慮を要する

のは広告量の増加によって創出される新規購

買者層である。この購買者層は広告された商

品を自己の想起セットにいれることが多いと

思われるのでpricc－sensitive　groupカミ中心を

占めるものと考えられる。それ故，新規購買

者層に関しては価格感度は集計レベルで高く

なるであろう。これが図1の3のC：Dであ
る。
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　以上の理由により，既存の商品を考える場

合には図1の2と3の両者を考慮せねばなら

ず，消費者層の価格感度が減少するためには

　B／（A十B）く（B’十D）／（A’十B’十C十D）

とならねばならないであろう。但し，新製品

を対象とする場合は，図1の3のみを考えれ

ぽよく，上記の理由により一般的には消費老

層の価格感度は高くなるものと思われる。

　Eskin＆Baron（1977）及びEskin（1975）

の実証結果はこれと一致している。それ故，

次の仮説をたてておくことにする。

〔仮説1〕　新製品・既存製品の区別は広告

　　　　量の増加による消費者層の価格感

　　　　度への効果に有意な影響を与え

　　　　る。そして新製品である場合は消

　　　　費者層の価格感度を増大させる効

　　　　果がある。

　ここで購買者層の推移をプランドロイヤル

ティの高さの観点から考えてみる。既存製品

に関する場合，高いブランドロイヤルティを

持つ商品は，一般的に人気商品であり，低ブ

ランドロイヤルティの商品と比べて，商品に

関するfamiliarityを自己意識している消費

者層の割合も多いであろう。つまり高ブラン

ドPイヤルティの商品は消費者層に，より馴

染みの深い商品なのである。M．　P．　Gardner



（1983）によれぽ，このようなfamiliarityを

持っていると自覚している消費者層は自分が

その商品に関する知識を多く持っていると考

えており，そうでない消費者層と比べて，広

告による情報に影響を受けやすいということ

が実証されている5）。それ故，高ブランドロ

イヤルティ商品の図1におけるAと低ブラン

ドPイヤルティ商品のAを比較してみると前

者のAの消費者層の方が，商品の知名度から

考えても，相対的に商品に対するfamiliarity

がより高いと考えられるため，広告量の増加

の効果も大きく，AよりB’に移行する割合も

より高いと考えられる。また次の点は考慮が

極めて難しく判断を下しにくいところである

が，広告の増加によって創出される新規購買

者層に関しても高いブランドロイヤルティの

商品は低ブランドロイヤルティの商品よりも

D／（C＋D）が相対的に大であると考えてみ

る。そうすると一般的にブランドロイヤルテ

ィの高い商品ほど広告量の増加は消費者層の

価格感度を低くするものと考えられる。

　P．w．　Farris＆D．　J．　Reibstein（1979）は

high－advertising＆high・markct　shareの場

合が広告とマーケットシェアの組み合わせで

最も消費者層の価格感度が低くなることを実

証しているが，これはhigh．advertising＆

high．brand・loyaltyと考えられるかも知れな

い6）。以上より次のような仮説をたてること

ができる。

〔仮説2〕　ブランドロイヤルティの高さ

　　　　は，広告量の増加が消費者層の価

　　　　格感度に与える効果に有意な影響

　　　　を及ぼし，プランドロイヤルティ

　　　　の高い商品ほど広告量増加によっ

　　　　て消費者層の価格感度が減少する

　　　　傾向がある。

（2）　高関与商品・低関与商品の別

消費者が商品を購買する場合，その商品が
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高関与商品であるか低関与商品であるかによ

って意思決定方法がかなり異なってくる。従

って，広告量の増加が消費者層の価格感度に

与える効果にも重要な影響を持つものと考え

られる。

　ここで高関与商品というのは，その製品カ

テゴリーから，ある商品アイテムを選択する

場合，その選択が購買者にとり重要な意味を

持ち，誤った選択をした場合に高いリスクを

感じさせ，また選択時において消費老がこだ

わる製品カテゴリーに属するものである7）。

一般に消費者はその品質に高い関心を持ち，

広く情報を集めて，慎重に考慮した上で購買

を決定する。それ故，広告に関しても低関与

商品よりも高い関心をもつ。これに対して低

関与商品は，消費者がある製品カテゴリーを

購買する場合，その中のどの商品アイテムを

買ってもたいした問題ではなく，それほどの

重要性を持たない商品である。一般に消費者

はその価格に高い関心を持ち，あまり情報探

索もせず，慎重な考慮なしに購買を決定す

る。それ故，広告に対しても高関与商品ほど

の関心を払わないと考えられる。但し，本論

文ではスーパーマーケットで扱う商品が対象

であるため，関与度はある程度相対的なもの

となる。

　アメリカにおける高関与商品の例として

は，コーヒーや特に強力な鎮痛剤等が，低関

与商品の例としてはフローズンオレンジジュ

ース，クラッカー等があげられている8）。

　ここで特に考慮すべきであるのは広告商品

に対する消費者層の棄却域である。即ち，

Sherif　ct　al．（1965）にょれば，ある製品カテ

ゴリーに高い関心を持っている消費者層は，

そのカテゴリーに関して広い情報の棄却域を

持っている9）。つまり，高関与商品の選択は

自己にとって重要な意味を持つため商品選択

の幅が狭く，入手された情報の多くが棄却さ

れることになるわけである。それ故，高関与

商品に関しては，広告量の増加によって想起
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セットの中に広告商品が加えられる確率は低

関与商品に比べて低くなると考えられる。従

って，広告量の増加によって高関与商品はよ

りprice・sensitiveになりにくく，むしろ広告

量の増加によってブランドロイヤルティが高

めら2t　non－price・sensitiveになりやすい。逆

に品質よりも価格の方により関心の持たれる

低関与商品は，広告量の増加によって消費者

層の想起セットの中に加えられやすくprice－

sensitiveになりやすいと考えられる。

　以上により次の仮説がたてられる。

〔仮説3〕　商品における高関与・低関与の

　　　　別は広告量の増加が消費老層の価

　　　　格感度に与える効果に有意な影響

　　　　をもたらす。しかも高関与商品に

　　　　関しては，広告量の増加が消費者

　　　　層の価格感度を減少させ，低関与

　　　　商品に関しては，消費者層の価格

　　　　感度を増加させる。

（3）広告の内容（informative　or　n・n－infor・

　　mative）

　広告の売上高に対する効果といっても，実

際に広告会社がcopy制作にしのぎを削って

いるように，広告内容によって効果はかなり

変るものだと考えられる。それ故，消費者層

の価格感度に対して広告内容が強い影響を持

つ可能性も十分ありえることだと考えられ
る。’

L告内容の分類法も様々あると思われる

が，ここでは代表的な分け方であるinform－

ativeとnon－informativeとに分けることに

する。

　ここでi㎡ormativeというのは，商品の価

格，品質，性能（効能），原材料，入手しやす

さ，風味，栄養，安全性等どれかを強調した

説得型の広告を指すものとする。non・infor－

mativeとはinformativeと異なり，有名人

を起用するなど主にイメージに中心をおいた

広告であるとする。現実にアメリカにおける
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TV広告でのこの両者の割合を調査した論文

〔A．・Resnik＆B．　L．　Stern（1977）〕によれば，両者

の割合はおおよそ半々であることが示されて

いる10）。

　non－informative広告は，商品の品質にそ

れほど差がない場合によく用いられるが，消

費者層に対しイメージアップを図ることを主

眼にしている。それ故，さわやかなムードや

有名人起用により消費者層に安心感を与え，

商品の差別化を図ることが多い。従って，

non－informative広告は消費者層の価格感度

を減少させる効：果があると思われる。逆に

informative広告は様々な商品属性の比較を

消費者層に喚起することから価格感度を増大

させると思われる。前出の表1ではinform－

ative広告で消費者層の価格感度が増大して

いるものが多い様である。以上より次の仮説

が導かれる。

〔仮説4〕　広告内容をinformative及び

　　　non－informativeとに分類すれ

　　　　ぽ，この区別は広告量の増加が消

　　　　費者層の価格感度に与える効果に

　　　　有意な影響をもたらす。そして

　　　　illformativeであれば消費者層の

　　　　価格感度は増大し，110n－informa－

　　　　tiveであればそれは減少する。

　以上の様に，この章では広告量の増加の消

費者層の価格感度に対する4つの要因の仮説

が導出されたわけであるが，それぞれ独自の

効果を検定するぽかりではなく，その交互作

用も検定することが望ましい。というのは，

それぞれの要因の組み合わせ方によって消費

者層の価格感度への影響度が異なる可能性が

あるからである。R．　E．　Petty，　J．　T．　cacioPPo

＆D．Schumann（1983）lt　involvementと広

告の内容との交互作用について言及してい

る1D。



4．分析方法

　前章では広告量増加が消費者層の価格感度

に及ぼす効果が4つの要因によって影響され

ることに関する仮説を導いたわけであるが，

この章では，これらの仮説を検証するための

手法について述べてゆく。なお，この分析で

の手法は4つのstepにわかれる。第1stcpで

は分析対象とする諸商品に関し月毎の価格弾

力性を求める。第2stepではその月次の価格

弾力性に対する広告の効果を求め，第3step

では仮説でとりあげた4つの要因がこの広告

の価格弾力性への効果に有意な影響を与えて

いるかを検定し，第4stepではこの4つの要

因の各レベルが消費者層の価格感度の増減の

どちらに影響しているのかを探る。なお，こ

の分析に際しての前提としては，いささか強

い前提であるが，商品毎に価格弾力性は一定

であるとする。そして，それに対し，様々な

要因，例えぽ製品ライフサイクルのステー

ジ，棚がえによるフェイス数・棚位置の変化，

季節，広告量の増減等が変化を与えるものと

する。ここではそのうち特に，変動要因とし

て広告を中心に検討することとする。

　以下4つのstepのそれぞれに対し説明を加

える。

（1）　　step　1

　まず対象商品の各アイテム毎，月毎の価格

弾力性を次式によって求める。

1nUSimFAim十α1imlnPimt十α2imD十aimt

　……・……・……・………・・………・……〈1＞

（i：各対象アイテム　i＝1～対象アイテム数，

m：対象となる月を表す。m・＝1～対象月数，

t：期を表す。t　・1～その月の日数）

US：売上数量／1000人

P：価格
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D：ダミー変数，週末時＝1，平日時＝0とす

　る。

A：定数項

a：誤差項

ln：自然対数

α1，α2：パラメーターを表す。

（2）　step　2

　広告の効果を求める。式〈1＞で求められた

α1imはアイテムiの第m月の価格弾力性であ

る。故にαlim＊（－1）＝＝　PEimとすれぽ，次式

が導かれる。

　PEim＝・Bi＋β、iGR　Pim＋β2iTGRPim＋β3三

（DM＊1n　ASim．1）十β4iDu十bim…………〈2＞

PE：価格弾力性

B：定数項

GRP：当該アイテムのgross　rating　point（広

　告量を表す）

TGRP：当該ブランドアイテムの属するメ

　ーカーの同製品カテゴリー全体のgross　ra－

　ting　pointから当該アイテムのGRPを除

　いたもの

DM：ダミー変数，新製品の時二1，既存製

　品の時＝O

AS．．1：前月までの累積販売数量

Du：ダミー変数，5～9月＝1，10～4月＝O

　とする。

b：誤差項を表す。

β1，2，3，4：パラメーターを表す。

　ここでβユi＝EAIi，　P2，＝EA2iとし，それぞ

れはアイテムiの価格弾力性に対する当該ア

イテム及びそのアイテムの属するメーカーの

同製品カテゴリー全体から当該アイテム分を

除いた広告の効果を表している。TGRPを

いれているのは同じメーカーに属する同製品

カテゴリーの他のアイテムの広告も当該アイ

テムに影響を与える可能性が極めて強いと思

われるからである。ここで特に注意を要する
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のはEAliとEA2iがプラスなのかマイナスな

のかということである。というのは，係数が

プラスである場合は，広告量の増加が消費者

層の価格感度を増加させ，価格意識が高まる

ことを示し，マイナスの場合は，広告量の増

加により逆に消費者層の価格感度は低くな

り，価格をあまり気にしなくなることを示す

からである。また，（DM＊lnASim．－i）の項を

独立変数としていれるのは，既存製品が既に

消費者層に対し長年月にわたり，かなりの知

覚がいきわたっており，1ヵ月の広告量では

多くの新規の消費者知覚を創りだすことはほ

とんどないため，短期の分析では広告累積効

果をいれる必要があまりないと思われるが，

新製品の場合は，1ヵ月の広告量によって生

み出される新規の知覚がかなり大きいもので

あると考えられる。それ故，既存製品との調

整のため，広告の累積効果をいれる必要があ

る。よってそれにかわるものとして前月まで

の累積販売数量に自然対数をとった値を入れ

ることにする。これは広告累積量増加による

知覚量ののび率が次第に小さくなると思われ

るため対数型をあてはめたのである。

　なお，分析の対象とする商品にはなるべく

季節性のないものを選ぶが，対象が多く，あ

る程度の季節性を持つ商品が含まれるため，

季節性ダミーDuをいれておいた。単純に一

年を二分割し，5～9月を夏型，10～4月を

冬型としておく。

　また，ここでは入れなかったが，対象とす

る店舗における季節の棚がえによるフェイス

数や棚位置の変化の影響を除去するためのダ

ミーを付加すればより現実的となるであろ
う。

（3）　step　3

　広告量増加が消費者層の価格感度に及ぼす

効果に上述の4つの要因が有意な影響を与え

ているかを検定する方法として交互作用をも

扱うANOVA（多元配置分散分析）を用いる。
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ここでは従属変数にEAIiとEA2iとを用いる

2つの場合を行ってみる。ANOVAでは独

立変数を要因（factor）と呼ぶが，この要因に

は次の4要因を用いる。

NEWi：新製品・既存製品の別，

　BL，：ブランドロイヤルティの高低，

　INV，：高関与商品・低関与商品の別，

　INFi：広告内容のinformative　non・in。

　　　formativeの別

　上述の4要因を用いて，要因の主効果なら

びに要因間の交互作用の結果を検出してゆ

く。次に4要因のうちのBL，・INVi・INF，

の分類条件つまりレベルを分ける方法につい

て考えねぽならない。これらのレベル分け基

準をどう考えてゆくかは，それぞれが大きな

テーマになりうるが，ここでは簡略化のため

INVi，　INF，に関しては系列範ちゅう法を用

い，5ポイン5スケールで一定数の消費老サ

ンプルに答えてもらい，各アイテム毎にその

平均値をとり，それがポイント3より上か下

かで判断することにする12）。また，BL，に関

しては“Audience　alld　Consumer　Report

，85，，（ACR）を利用した13）。

（4）　step　4

　step　3では，消費老層の価格感度に対する

GRP，　TGRPの効果の大きさに対して各要

因が有意な影響を与えるかどうかを検定する

のであるが，step　3では，各要因の各vベル

がEAli及びEA2iの値をプラスに導く傾向が

あるのかマイナスに導く傾向があるのかの判

別までは十分検討されていない。従ってstep

4では，EAIi及びE　A2iの値をプラス，マイ

ナスにカテゴリー化し，上記の要因のうち

step　3において有意となった要因を用いて，

数量化理論1類を実施する。これによって各

要因の各レベルがプラス，マイナスのどちら

に貢献しているのかを検討する。



表2　各アイテムの係数と属性

No． ア　イ　テ　ム　名 GRP TGRP

1
2
3
4
5
6
7
8
9
1
0
1
1
1
2
1
3
1
4
1
5
1
6
1
7
1
8
1
9
2
0
2
1
2
2

AGFマキシムコーヒー1009

AGFブレンディコーヒー250　g

ネッスルゴールドブレンド100g

ネッスルエクセラ150g＊

ネッスルクレマトップ280g

ネッスルニド170g

ネッスルブライト300g

森永クリープ175g

キューピーマヨネーズ500g

雪印北海道バター225g

ラーマジャンボマーガリン450g＊

ポーデソコーン100　450g

雪印ネオソフトマーガリン450g

カルピスSOOm4

ビヒダスヨーグルトSOOm4＊

雪印ナチュレヨーグルト500g

日清出前一丁ラーメン

日清チキンラーメソ

カゴメケチャップ500g

デルモンテケチャップ500g

花王ジャスト中1000m4

ライオンママローヤル600m6

　0．490

　0．241

　0．075

　0．813

－0．520

　0．352

－0．753

　0．790

－0．479

－0．090

　0．805＊

　0．313

　0．421

　0．347

－0．813＊

－0．662＊

　0．799

　0．004

－0．009

－0，411

　　X
－0．206

一〇，086

　0．087

　0．376

　0．110

　　×

　0．389

　1．072

　0．889

　　X

　　X

　　X

　　X
－0．216

　　X

　　X
　O．532

　0．331

　0．968

　　X

　　X
　O．816

　0．835

BL

H
L
H
H
H
H
L
H
H
H
H
L
H
H
L
L
L
L
H
L
L
H

INV

L
L
L
L
L
L
L
L
H
L
L
L
L
L
L
L
L
L
L
L
H
H

INF

N
I
N
N
N
N
I
N
I
N
I
I
N
N
I
I
I
I
N
I
I
I

（注1）　＊は5％水準で有意を表す。アイテム名の＊は式自体の有意性を示す。

（注2）GRP，　TGRPは第4章の〈2＞式を参照，数字は各々の変数に対しての標準偏回帰係数を表す。

　　Xは該当するGRP，　TGRPが期間中0であったため，係数が得られなかったことを表す。

（注3）BL：ブランドロイヤルティ。Hは高ロイヤルティ，Lは低ロイヤルティを表す。　INV；関与度の

　　高さを示す。Hは高い，　Lは低いことを示す。　INF：広告内容がinformativeであるかnon・info－

　　rmativeであるかを示す。1はinformative，　Nはnon・informativeを表す。

5．　成熟型商品における実証研究

　前章で述べたstep　1～4に従って実証研究

を行った。但し，POSシステムから安定した

データが入手可能になって日が浅いため，デ

ータのとれる期間が短く，データ上の制約が

大きいため，当初の分析手法も変数の数を減

らすなどの変更を余儀なくされた。POSデー

タは某大手スーパーマーケットの関東におけ

る一店舗のデータを利用した。対象期間は安

定したデータのとり始められた1985年4月

から12月迄の9ヵ月間である。月毎の価格
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弾力性及びGRP等を必要とし，回帰分析に

おいてある程度の自由度を確保するため，当

初予定していた100アイテムを大幅に下回

り，22アイテムが分析対象になった（表2参

照）。

　結果的に，この対象アイテムには新製品及

び成長型商品はなく，ほとんどが製品ライフ

サイクル上成熟化したものであり，特売依存

型の性格を持つ商品となった。従って，この

研究は成熟型商品における実証研究となる。

（1）　8tep　1

4章の〈1＞式に従い，価格弾力性を求め
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た。かなりの部分が5％水準で有意を示し

た。しかしながら，週末か平日かのダミー変

数はすべてが非有意であった。

（2）　step　2

　次にstep　1で求めた価格弾力性のうち，5

％水準で有意なものだけと各アイテムのGR

P，TGRPを第4章の〈2＞式に用いて重回帰

分析を実施した。但し，対象アイテムに新製

品が得られなかったため（DM＊ASim－1）の項

を落し，自由度の確保上Duの項を落さざる

をえなかった。

　結果は第2表の標準偏回帰係数（β一Weigh・

t）のようになった。このように式及び係数自

体に有意なものが少ないのは，利用可能な対

象月数が4～9と少なく，自由度が極度に小

さくなったためである。特にTGRP，即ち

当該ブランドアイテムの属するメーカーの同

製品カテゴリー全体のGRPから当該アイテ

ムのGRPを引いた残りの係数はすべて5％

水準で非有意であった。しかしながら，TG

RPは2アイテムを除き全てがプラスであ

り，同メーカーの異ブランドの広告量の増加

は，当該ブランド商品の価格弾力性を増加さ

せる傾向がある。つまり，当該ブランド商品

に対する消費老層の価格感度を高めているの

は興味深い。おそらく，消費者層に対して同

メーカーの異ブランドの広告量の増加は当該

ブランド商品にも注意を引きつけ，異ブラン

ドとの価格比較をあおるためであろう。

　GRPの係数は，有意なものが3つしかな

かったが，プラスのものが12個，マイナスの

ものが9個と半々にわかれた。このうちプラ

スのものはGRPの増加が消費者層の価格感

度を増すことに貢献していることを示してお

り，マイナスのものはGRPの増加が消費者

層の価格感度を減少させ価格に対する反応を

減少させていることを示している。
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（3）　step　3

　〈2＞式の結果，GRPs　TGRPの係数に関し

て5％水準で有意なものは自由度の小ささ

故，かなり少なく，高い信頼性が得られなか

った。しかしながら，信頼性は低いものの，

一応これらの係数が信頼のおけるものと仮定

してstep　3を実施することにした。但し，上

述したように新製品のデータは入手できなか

ったため，step　3におけるNEWiの要因を除

いた3要因の効果を多元分散分析によって検

定した。

　まず，GRPに関しての結果は対象アイテム

不足のため，アイテムの入らぬセルができ要

因の交互作用は求められなかったが，主効果

としては次のようになった。ブランドロイヤ

ルティの高低，関与度の高低は10％水準で有

意を示したが，広告内容がinformativeか

non。informativeかの要因は有意を示さなか

った。これ故，ブランドロイヤルティの高

低，関与度の高低の2要因は広告量増加によ

る消費者層の価格感度に対する効果の大きさ

に有意な影響を及ぼしていることが検定され

た。またTGRPに関しても同様の手法を試

みたがどの要因も10％水準で非有意であり，

広告量増加による消費者の価格感度に対する

効果の大きさに影響を及ぼしているとは考え

られなかった。

（4）　step　4

　step　3よりGRPの係数の大きさに対し

BL，とINViの2要因が有意を示したためこ

の2要因の各レベル（BLi，　INViの高低）が

GRPの係数をプラスあるいはマイナスのど

ちらの方に導いているのかを検討するために

step　4を実施した。

　結果は表3のようになった。表4の群別カ

テゴリー別頻度表とあわせて考えるとブラン

ドロイヤルティの高い，あるいは関与度の低

い商品に頬してGRPの係数がプラスとなり



表3　数量化理論皿類の結果 表4　群別カテゴリー別頻度表

如・テ・・一陣み騰 項司・テ・・－1全体群1群・
BL 高
低

し・

ｵ・

　0．395

|0，642

INV 高
低
い
い

一3．002

@0．316

相　　関　　比 0．18687

合計 21 12 9

BL 高
低

し、

｢

13

@8 8
4
5
4INV 高

低

し、

ｵ・

2
1
9

　O

撃Q 2
7

ブランドロイヤルティが低い，あるいは関与

度の高い商品に対しGRPの係数がマイナス

となる傾向があることがわかる。即ち，ブラ

ンドロイヤルティが高い商品あるいは関与度

の低い商品については，広告量増加によって

消費者層の価格感度は増す，つまり消費者層

は広告量増加によって，価格に一層敏感にな

ることがわかる。逆にブランドロイヤルティ

が低い商品あるいは関与度の高い商品につい

ては広告量増加によって消費者層は価格を気

にしなくなるのである。

　以上より，検定の対象となった前述の仮説

2～4に関し，step　2の係数が信頼できると

いう前提をおいてだが，仮説3のみが検証さ

れた。仮説2に関しては，前半部分，つまり

広告量増加が消費者層の価格感度に与える効

果に有意な影響を及ぼすという部分は検証さ

れたが，ブランドロイヤルティの高い商品に

関しては，仮説とは逆に広告量増加が消費者

層の価格感度を高めるという結果がでて，仮

説のこの部分は検証しえなかった。こうなる

場合として考えられるのは次の3つである。

　（i）分析結果が正しい場合

　仮説のたてかたが間違っていることにな

る。第3章の図1で考えるとわかりやすいの

だが，広告量増加によって消費者層の価格感

度が増減するのはprice－sensitive　groupと

non－prlce－sensltlve　groupの割合によるもの

である。分析結果のようになるとすれば，高
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ブランドロイヤル商品の場合には

　B／（A十B）〉（B’十D）／（A’十B’十C十D）

となり低ブランドロイヤル商品の場合には不

等号の向きが逆になるわけである。この理由

としては以下のように考えられる。高ブラン

ドロイヤル商品の場合，Aの層が少なく，ほ

とんどBの層しかいないことも考えられる。

つまり極端な場合，既存購買層に関し広告量

の増加によるAからB’への変化はおこらない

ことになる。また新規購買層については高ブ

ランドロイヤル商品の場合，ブランドネーム

が広く知られているためCの層がかなり容易

にふくらむことも考えられる。従って，全体

の割合として

　B／（A十B）〉（B’十D）／（A’十B’十C十D）

　となる可能性がある。低ブランドロイヤル

商品の場合は，Aの割合が高いため，極端な

時はBはなくAのみである場合，広告量の増

加でAからB’へ移行することにより，既存購

買層に関しては，non・price－sensitive層の割

合が増えることになる。新規購買層に関して

は，ブランドネームの知名度が低いため，広

告量が増加しても消費者層の想起セットの中

にすらはいらぬ場合があり，極端な場合は

C，Dが存在すらしない可能性もある。故に

全体として広告量の増加により，non－pri㏄一

sensitive層の割合が大きくなり，

　B／（A十B）＜（B’十D）／（A’十Bt十C十D）

となる可能性がある。

㈹　ブランドPイヤルティの尺度に問題が
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　　ある場合

　注⑬で述べているようにブランドロイヤル

ティの尺度として消費者の主使用銘柄の順位

をとりあげたが，これは完全にブランド商品

のマーケットシェアを表すものではないが，

真のブランドロイヤルティの尺度といえるか

どうかの問題もある。もしブランドロイヤル

ティの尺度になりえないとすれば，別次元の

問題となろう。

　㈹　前提としたGRP係数の信頼性に問題

　　がある場合

　もしGRPの係数が全く信頼できないもの

であるとすれば，step　3以降の分析は意味を

持たないものとなる。

　以上のような理由から分析の結果は説明さ

れる。

　仮説4の検定に関しては有意となりえず，

広告内容のi㎡ormative，　non－informativeの

別が影響を与えているとは言えなかった。

（5）　経営者のための含意

　この研究の対象となった商品は成熟型商品

であり，これらは特売依存型の性格をもつ商

品である。即ち，値引きによってしか販売数

量をのばしにくい商品なのである。それ故，

経営者は同じ値引きを実施するにしても効果

的な値引きをおこなう方法を検討する必要が

ある。あくまでもGRPの係数が信頼できる

ものという前提をおいてだが，上記の分析結

果により，経営者は商品についてのTV広告

と値引きについてのタイミングを知ることが

できる。具体的にはブランドロイヤルティの

高い商品あるいは消費者の関与度の低い商品

について広告量の増加によって値引き効果は

大きくなる。それ故，広告量を増大させる時

には値引きを連動させる。逆に，ブランドロ

イヤルティの低い商品あるいは関与度の高い

商品の場合は広告量の増加によって値引き効
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果は低くなるので，広告量を増大させる時と

値引きとは別のタイミングで実施してゆくの

が有利である。但し，残念なことにブランド

Pイヤルティと関与度の組み合わせ効果は，

対象アイテム数不足のため求めることができ

なかった。これについては，今後の分析課題

である。

　このようにして経営者は投資効果の低い値

引きを抑制することができ，投資効果の高い

TV広告及び値引きによる販売を行いうるで

あろう。

6．結論一分析の限界と今後の方向一

　この研究においては広告量の増加が消費老

層の価格感度に与える効果に商品属性や広告

内容が影響を与えるかどうかを検定し，また

それらが価格感度の増減のどちらの方にきい

ているのかを検討することにより，上記のよ

うな結果を得るに至った。これらは経営者が

TV広告量の増大と値引きとのタイミングを

決定するのに有用な分析であるという点で評

価できよう。しかしながら，今回の研究の限

界としては，主として次の点があげられる。

　（1）第4章のstep　2の〈2＞式において自由

　　度の不足により消費者層の価格弾力性に

　　対するGRPの効果の信頼性に問題が生

　　じたこと。

　（2）当初考えていた以上に商品の価格変化

　　が少なく，分析対象として扱う商品数が

　　少なくなり，商品属性の交互作用をもと

　　められず，また結果を一般化しにくくな

　　ったこと。

　（3）限界（2）と多少オーバーラップするが，

　　対象アイテムが成熟型商品に限られ，新

　　製品や成長型商品を対象として扱えなか

　　ったこと。

　（4）この用いたPOSデータは1店舗のみ

　　のデータであるために代表性の問題が生

　　じること。r



　これらの限界はPOSシステムデータの蓄

積期間が長くなり，また多店舗にわたり研究

されてゆくにつれて克服されていくであろ

う。しかしながら，そうなれぽ量的に個人研究

の範囲を超えるものになると思われるため，

今後の方向としてはある程度システム化し，

自動的に結果が出力されることが望ましい。

また，今後は自由度不足のためいれなかった

GRPやTGRPのラグの効果をとることや
step　3～4の説明変数として他の商品属性や

広告内容を検討していくことが興味深い今後

の課題となるであろう。

　（注）

1）文献4，p。151

2）文献5，P．507

3）文献4，p・　151，文献5，　pp・　507－8

4）文献5，　p・507

5）文献17，p・312－3

6）文献3，p．179

7）文献16，P．21

8）　同　上

9）文献15
10）文献7，pp．　51－52。14の評価基準をもうけ，

　1つの基準でも含んでいればinformativeとし

　ている。

11）文献8，pp．135－46

12）INViに関する消費者アソケートを以下にあ

　げておく。

　お忙しいところを申し訳ございませんが，次

のアンケートにご協力下さい。このアンケート

は「消費者層の価格感度に対するTV広告の効

果」の研究にのみもちいるもので，決してご迷

惑をおかけすることはございませんので何卒よ

ろしくお願いします。

　〔以下に並ぺてある（1）から⑫の商品のそれぞ

れに関し，もしあなたが普段最もよく用いてい

るブランド商品（例えぽインスタンFコーヒー

ではネスカフェゴールドブレンドとか）がなか

った場合あなたはどうしますか。次にあげる答

の1～5，もしくはXのうちから1つ選び，各

商品の後の（）の中に書ぎ込んで下さい。〕

1．　もともと特定のブランド商品を決めておら

　ず，ブランド商品群の中から全くこだわらず

　に買う。

2．あまりこだわらずに，残りのブランド商品

　群から少し検討したあとで買う。

3．ある程度こだわり，残りのブランド商品群

　から検討したあとで買う。

4．　かなりこだわり，残りのブランド商品群か

　ら丹念に比較検討したあとで買う。

5．あくまでこだわり，他の店へ捜しに行くか

　その店で目的の商品がはいるまで買わない。

X．　その類の商品ははじめから買わない。

ω
②
㈹
ω
㈲
⑥
⑦
⑧
⑨
⑳

インスタソトコーヒー　（　　　　）

コーヒー用ミルク：液体タイブ　（　）

コーヒー用ミルク：粉末タイプ　（　）

マヨネーズ　（　　　　　　　　　　）

パター　（　　　）

マーガリン　（　　　　　　　　　　）

乳酸飲料　（　　　　　　　　　）

ヨーグルト　（　　　　　　　　　　）

袋入りラーメン　（

ケチャップ　（　　　　　　　　　　）

洗濯洗剤　（　　　　　　　　　）

食器洗剤　（　　　　　　　　　）

）

どうもご協力有難うございました。

　上記のアンケートは簡易サソプルとしての主婦

を対象になされ，合計96人分が回収された。こ

のうち，無効となった7人分を除き89人分が利

用可能であった。

　INFiに関しては次のような質問となる。“広告

の内容はinformative広告とイメージ広告（non－

informative）とにわかれますが次のビデオにとっ

た広告を見て，それがあなたに商品の価格，品

質，性能（効能），原材料，入手しやすさ，風味，

栄養，安全性というような情報を強調したinfor・

mative広告～全くinformativeではないイメージ

広告のどれにあたるかを答えて下さい。

1
9
飼
9
り
4
r
O

（かなりinformative）

（ややinformative）

（どちらでもない）

（ややイメージ広告である）

（かなりイメージ広告である）



消費者層の価格感度に対するTV広告の効果（上田）

　またはわからない。”

　ただし，このINFiに関しては，きわめて時間

を必要とし．消費者サンプルに解答を求めるのは

限界があるため，筆者とアシスタントの2人でお

こない3以下，3以上で一致したもののみを採用

することにした。

13）　文献18，ACRの商品分類に従って，「わか

らない」「その他」の2項目を除いた主使用銘柄

のトップ3を高ブランドロイヤル商品とする。但

し，トップブランドがそれだけで消費者サソプル

の50％以上を占めている場合には単独で圧倒的

に強いため，2位，3位とは全く強さが異なると

考えられるため，トヅプブランドのみを高ブラソ

ドロイヤル商品とする調整を行う。これに該当す

るものは，第5章の実証研究において，ケチャッ

プとマヨネーズの2カテゴリーだけであった。
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